
対外国意識指標作成の試み（二）

中村‘悦大

３．因子の抽出とその解釈

本節では対外Ⅲ指標作成のため，動学的1M子分析法により評価の共迎変動を

探ることにする。

３－１．勤学的因子分析

これまでの検‘汁により，各国に対する排価がなんらかの共通の変動パターン

を持っているということが分かった。しかしながら，相関係数等ではそれがい

つどのように動いているのかを理解することはできない。よって，何らかの方

法により各lKlの舟側Ⅲを共迎して動かす潜在的な要因を抽出する必要がある。

サーベイデータにおいては，因子分析法ないしは二1;成分分析法がその柵造を

抽出するために川いられる。しかしながら，本橘で〃lいられるデータは時系列

データであるため，多少の修正が必要になる。

階差をとった州系列は，定常であり，おそらくＡＲ(1)－ＭＡ(1)で表現可能

であると考えられる。それゆえ，因子に一階の自己回帰櫛造を仮定する必要が

ありそうである。また一次の移動平均を導入する必要がありそうである。この

ように，囚子分析に勤学的構成を導入したモデルは，一般的に動学的因子分析

と呼ばれる。

動学的Ｎｒ･分析には，２棟類の異なる推定法が存在する。１つ目はS1oCkと
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Wulsonにより提案されたKalmanFilterを用いた状態空'１１１法による推定であり

(SIoCkandWatsonl991)，２つ目は，Fbmi,HalIin,LippiとRcichlin(以降FHLR）

により導入された一般化勤学的因子分析（GenemlizedDynamicFactorAnalySis）

である（Fomi,Hallin,LippiandReichlin2000,2005)。

ＦＨＬＲの一般化動学的因子分析は計算時間の点で，状態空間法を用いた雌尤

推定よりも有利である。複数の潜在因子を多数のマクロ経済指標から得る場合

などには，状態空間法を川いることは難しいが，ＦＨＬＲの一般化動学的因子分

析であれば可能である。また，すべての係数をパラメトリックに推定するので

はなく，共通変動と，誤兼項のもたらす独自変動を区分するのみであるからセ

ミパラメトリックとも呼ばれる。

しかしながら，ＦＨＬＲの一般化勤学的因子分析では，係数をパラメトリック

に推定しないために，事前に因子の予想がつかない場合，因子の性格付けが難

しい。よって，今回は状態空lHl法による推定を用いることとする。

モデルと推定法はKimandNeISon（1999）およびHarvey（1989）に詳しい。

本稿で用いられるモデルは以下の３本の式からなるシステムである３

Xjl＝ａｊ＊Ｘｊｔ－１＋⑩ｊｘ１

ａ!＝６iEi1-,＋ａｋ１

ｙい＝Ｚ(cij＊xM)＋E、

xj1は時点１でのｊ番目(j＝1..k)の潜在因子である。紐jは潜在因子の一階の自

己回帰係数である。αj剛は正規分布に従う誤差項である。ｘｊ１の分散は識別のた

めにｌに固定されている。yi1はｉ番目の従属変数であり，この研究では，ｉ番

目の国の好き率から嫌い率を引いたものの，階差をとった系列である。cijはｊ

番目の潜在因子のｉ番目の従属変数に対する影評を測る係数である。Ｅｉｉはｉ番

目の方程式の誤差項である。この誤差項はその過去の影響6iEi1-，（ただし

l6il＜１）とホワイトノイズ⑩駒‘の和として表現される。

状態空間表現を用いるために，最初の２つの方秘式をスタックし，次の式を

得る。
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行列を用いて再度，このシステムを表現しなおせば，次のような状態空Ⅲ表現

を得ることができる。

ＸＩ＝AXI-,÷⑩l

vI＝ＣＸＩ
Ｐ

(1)

(2)

に’ここで〃'～Ｎ(0,Ｑ）であり，かつＱ＝ である。

方程式(l)は避移方穏式とよばれ，方穏式(2)は測定方程式と呼ばれる。推定は

カルマンフィルターとスムーサーを川いたアルゴリズムによる岐尤法で行わ

れ，パラメーターと潜在因子の推定仙を得た３

３－２．推定結果

ここでは，実際の推定粘果を示す。

－５７－
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因子数の推定

爽際のデータを用いてｌ囚子モデルと２因子モデルを推定した。推定に際し

ては，平均水準の影響を排除するため，筆者は各々の変数から平均を引いて分

析を行った。表６には，各々因子数を変化させた場合のシュヴアルツのベイズ

怖報敢坐準（BIC）および赤池怖撒量基準（AIC）を示している。ＢＩＣとＡＩＣ

はパラメーター数の異なるモデルを比較する場合に用いられる基準である。よ

り多くのパラメーターを導入すれば，自然とより多くのことを説明できる。一

方，大最のパラメーターを聯入することはデータの変動に対して過剰に適応し

てしまうというオーバーフイットを起こしてしまう危険性がある。ＢＩＣとＡＩＣ

は岐適なバランスを探索する折標である。

表６１因子モデルと２因子モデルの比較

因子数 対数尤度 ＢｌＣ ＡＩＣ

ｌ因子 -2249.61 4633.51 4555.23

２因子 -2240.96 4664.16 ‘1557.92

＊BlC，ＡｌＣともに小きな方が良いモデルである。

我々のモデルに関しては，間蕪準とも最良のモデルはllkI子モデルであると

主張している。加えて，BaiとＮｇにより提案された潜在因子数の検定によっ

ても（BaiandNg2002,2007)，われわれのケースでは因子数はｌであると結

愉された：この２つの結論より，この時期の日本人の海外に対する評価は，

少なくともこの９つの国に対しては，ｌ因子のモデルにより説明できると結論

するｃ

因子負荷量

表７には，因子負荷品およびその他のパラメーターが示されている。各々の

変数から平均を引いた場合に加えて（表7.1)，標醜化を行った場合の推定結

果も示した（表7.2)。表のうち，測定方程式の列が，いわゆる因子負荷最で

ある。

符号とその大ききより，鵬本的には因子はイギリス，アメリカ，フランス，

ドイツにプラスの影聯を与え，ソ逆，中国，韓国にマイナスの影響を与えてい

－５８－
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る，インドとスイスに対する係数は，有意ではあるがその絶対･他は小きい。

この締果から，因子は韮本的には西洋一非西洋という先行研究が指摘してき

た仮説を製付ける結果となっている。よって，韮本的には堀の一次元仮鋭は，

四半期データの下では確かめられたと言える。

しかしながら．いくつかの述いが存在する。まず，この結果は階差系列によ

りもたらされているという点である。この窓味することは，関係は勤学的であ

るということである。堀の仮説は雅本的には静学的な観察によりもたらされて

おり，いつ日本人の親西洋度が変化するかなどの疑問には答えられない。むし

ろ，堀の観察からは，変化は起きないと考える方が普通である。Ｈ本人の価仙

観は対象を通じて安定的であるということに堀の力点は世かれている。しかし

ながら，われわれのデータは階差系列なので，潜在因子は親西洋一親非西洋の

Mljを変動する。この点に関しては３．３で再び説Iﾘ｣する。

２点目に，われわれの推定結果は，堀の西洋一非西洋という区分をより祥細

に説明できるという利点がある。この推定結果からは，アメリカ，イギリス，

フランス，ドイツは一方の端に位世しており，ソ連，中風靴低lはもう一方の

端に位世している。この軸が西洋一非西洋の軸であれば，スイスはやはり西洋

側に，インドは非西洋側に位世しているはずであるが，そのような柵成には

なっていない。よって，厳密にいえば，西側諸国と，非西洋独裁ないしは椛威

主義的諸国‘ＩとのH1の軸であるといえる。

日本はアメリカと同盟を組んでいるため，坐本的には西側緒圃を好むという

のは理解できる。また時邪通信のデータの場合，一般的にスイスの好感度が渦

い｡よって,好き嫌いでいえば,確かにスイスまで含む西洋諸国を好むと言える。

しかしながら，時邪通信データの場合，スイスは雑本的に良いイメージを保

ち続け，あまり短期的に上下しない。そのため，有権者窓識が西洋と非西洋と

のl1Ijを変動するという側面に注胤した腸合，この変動のケースには入ってこな

い。また，インドは逆に無関心故に入ってこない。Ｈ本人の愈識は，一般的に

西洋諸国を好みながら，しかし西側諸国と，インドを除く非西洋の回とのlHlで

揺れていたと言える。
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表７状態空間モデルの推定結果

表7.1階差データをもとにした推定結果（平均を引いた後のデータ）

測定； 『程式 状態方程式 誤差分散

係数 1位 係数 t値

C(ARl） -0.33 -2.36 1.00

ＭＡ項

従属変数 係数 1位 係数 1値

アメリカ ０．５５ 3．４７ －０．０５ -0.47 6．３１

ｿ巡 －０ 5５ －３ 7９ 00５ 0.69 6．１４

イギリス 0 認 ５6０ －０ 2７ －２．５４ 2.65

フランス 04５ ６4５ －０ 3６ －３．１９ １．６６

スイス 0 1５ ７5０ －０ 3０ －３．２９ 1.56

ドイツ 0 4２ ６6８ －０ 2８ -2.44 1．６２

インド －０ 0９ －８ 8９ －０ 3２ -3.89 １．２５

中国 －０ 5８ －３ 0２ －０ ０１ －０．１５ 1１．０５

卿国 －０ 4９ －４ 2６ ０0５ 0．５５ 5.36

表7.2階差データによる推定結果（概準化後）

測定方秘式 状態方程式 誤差分散

係数 1値 係数 1値

Ｃ(ARl） －０．３５ -2.02 １

ＭＡ項

従屈変数 係数 t値 係数 1値

アメリカ 0.42 3.09 －０.“ -0.40 0．７９

ｿ巡 －０ 4６ －２ 5９ 0.“ 0 3３ ０ 7５

イギリス ０別 １8５ －０．２７ －２ １７ ０6３

フランス ０4９ ２ 3６ －０ 3６ －２ 9２ ０ 6１

スイス ０ １４ ６ 3９ －０ 3０ －２ 8５ ０ 8９

ドイツ 04８ ２4５ －０ 2８ －２ 3１ ０ 6３

インド －０ 0９ －６ 6８ －０ 3５ -3.56 ０8２

中国 －０ 3２ －３ 7７ ０ ０７ ０．７１ ０ 8６

韓国 －０ 3６ －３ 9１ ０隅 0.46 ０ 別

－６０－

R-Squm唾。

０．２１

０．２４

０3８

０ 4０

０ 1１

０3６

０ １８

0．１５

０．１６

R-Squa唾。

0．２１

0．２５

0．３７

0．３９

０．１１

０．３７

0.18

0.14

0.16
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因子変動

次の図５および６は因子の変勤を示している。１９６０年代の初めには，日本

人は極めて西側寄りの感覚を持っていた。しかしながら，1960年代前半から

70年代にかけ，籾西側意識は低下してゆく。ベトナム戦争やニクソンショッ

ク・オイルショック等の'１t界経済の混乱の影響がうかがえる。

１９７０年代には，一方で，日本とソ連，中国の関係は改善するｃよって，親

非西側‘湘腿lの意識はこの時期雌高になり，そのミラーイメージとして親西側意

識は岐低になる。

しかしながら，オイルショックの時期を底に，経済回復やベトナム戦争の終

結により，親西側の意見は再び上昇に転じる。最終的には，冷戦の勝利と天安

'''1邪件により，1990年代の初めには，再び1960年代の初頭の水準までＨ本の

図５親西側マクロオピニオン変動の平滑化推定値一階差系列

２
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５
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５
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１

図６親西側マクロオピニオンの平滑化推定値

対外Ｎ恵識桁標作成の試み（二）

Ｑｌ－６５Ｑｌ－７０Ｑｌ－７５Ｑｌ－８ＣＱｌ－８５Ｑｌ－９０

－６１

０
．
１
？
》
３
４
○

Ｑｌ－６５Ｑｌ－７０Ｑｌ－７５Ｑ1－８０Ｑｌ－８５Ｑｌ－９０



中村悦大

親西側意識は回復することになる。これが，Ｈ本人の1960-1990年の３０年間

のマクロ対外国意識指標の変動の概観である。

３－３．月次データを用いての分析

ここでは，この理解が月次データにおいても維持されるかを検討しよう。四

半期データを使うべきか月次データを使うべきかというのは難しい問題であ

る。月次データを用いた時のメリットとしては，より詳細な因子の検討が可能

であろう点があげられる。逆に，個々の集計データを作る際のサンプル数の減

少から変動が不安定になる可能性もある。

月次データのケースでは，因子数が４つであるとBaiandNgの検定では示

されている。筆者は二次元のモデルまでしか実装していないため，一次元およ

び二次元のモデルを推定し，その間子を四半期データのものと比べることによ

り，推定結果が頑強であることを示そう:’

このように，一次元モデルではやはり西側一非西側という特徴付けができる

推定結果が得られる。二次元モデルはそれをさらに詳細にしたものであり，第

一次元が英米一非西側，第二次元が独仏一非西側である。このように月次デー

タを用いた場合においても，雄本的には日本人の思考パターンは西側諦図と

(インドを除く）それ以外の岡とのIII1で摘れていたと考えて良いと結論したい:’

表８月次データの推定結果（因子負荷量のみ）

－次北モデル 二次元モデル

従属変数 第一・ k元 弗一 k元 第二 ｋ元

アメリカ －０ 3１ －０ 5０ －０ 0６

ソ連 ０ 4５ ０ 3０ ０3４

イギリス －０ 5８ －０ 4８ －０ 3８

フランス －０ 5９ －０ 1５ －０ 6２

スイス －０ 11 －０ １７ －０

ドイツ －０ 4８ －０ ０１ －０ 0６

インド ０ 0９ ０ 2６ －０ 0５

中国 ０4９ ０３７ ０ 3３

韓国 0 5５ ０ 2６ ０4７

－６２－
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３－４．意識の変動を記述するもの

では，因子の変動は何によって規定づけられているのだろうか。前半部分で

は，政治体制に由来する抑圧的な政論的事件や，１２和主義に反するイベントが

起きた場合に大きな影響があるのではないかと想像した。実際に，広い意味で

の政論体制といえる西側民主主凝凶一非西洋非民主主推IIilという分別は，ある

棚の対立次元として思考の大枠を形作っているようである。しかし，その両粁

の'111での因子の変動はまた別の災凹に規定されていると考えることができる。

より俳細な検討は別稿に縦るとして，ここではきわめて大まかな特徴を見てみ

よう。

変動の揺れの大きな時期と対応する国際的事件

閃子が大きくプラス側に振れた時期，マイナス側に振れた時期をそれぞれ上

位５つのみ取り出し，その時期にどのようなイベントがあったかを検討してみ

よう。

プラス側に移動した大きな時朋から考えてゆく。1983年第３四半期には大

韓航空機爆破事件が発生した。これはＨ本に比較的近い地域でソ連が起こした

非人道的事件であり，これがソ巡を含む非西側諸国のイメージを悪くしたのは

l川述いないｃ実際に，２９人の11本人も搭乗しており，また日本だけでなく国

際的にもこの事件はソ連のイメージを低下させた。1974年の第３四半期には，

文11t光1ｉ件で韓国に対する評価が急落している。このＷＩ:そのものも評価の低

下に側係しているであろうが，‘評価の低下は事件に対しての韓国国民の激し

い，難力的な反日デモにI{1米すると考えられる。これも腿|民感情としては理解

できるうえに，暴力的手段を伴った非民主的なデモという点においてＨ本人の

好まない形態であるといえる：

ただし，1977年の第３四半期のように，特定の'五|が原IAIとなった大きなイ

ベントでは基本的に解釈ができない時期も存在する。１つの理由としては，こ

の折標が親西側指標であり，特定の国が原因となって(Iりらかの変動をするとい

う性髄のものでもないということが挙げられる。もう１つの理由として，平淵

化による推定が行われているためではないかと考えられる。平滑化とは，基本

－６３－
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表９因子の大幅な変動の起きた時期

の変動 負の変肋

年 半期 年 半川

最大 983 ３ 968 ３

２番目 97‘１ ３ 962 ３

３稀目 977 ３ 972

４瀞目 976 4１ 964 ‘Ｉ

５番Iｊ 966 ３ 963

的には将来のデータを使って過去を予測する作業であり，爽髄科学的には，の

ちの流れから見てこのあたりで大きく変動したと推定する作業であると考える

ことができる。よって，逆にその当時の情報のみでは予測できないことがあり

うるのではないかと考える。

平淵化されているため，特定の時期の特定の事件に反応しないということ

は，マイナスの変動の側にもみられる。たとえば，１９６８年第３四半期はワル

シャワ条約機構軍がチェコスロバキアに侵攻したという邪件が起こった。これ

に伴いソビエトに対する感情の懇化が起きるが，これは９カ回の中でソビエト

にしか関連しておらず，また日本から遠い東欧の事件ということもあり，親西

側意識は上昇していないどころか逆に下降している。1972年第１四半期はニ

クソンの中国訪問がある。この時，実際にはアメリカに対する評価が低下した

のではなく，中国への悪感慨が減少し§'そのため，親西側意識が低下したよ

うに見える。

このようにみると，基本的に，短期的に重要な国際的邪件により変化が起こ

る場合には，単に重要な事件というだけでなく，日本が巻き込まれるないしは

Ⅱ本に近い地域で起こり想像力が鋤<というような条件付きで，親西側意識は

変動しているようである。また，なんらかの良い行為により好感度が増して評

価が上がるというよりは，嫌い率の上昇や下降により親西側意識は動いてい

る。評価が大きく動くときには，ある程度のセンセーショナリズムが必要であ

るということから，マイナスの影稗を与える事件の方が影禅が見えやすいので

あろう。
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吋外lEl意識揃隙作成の試み（：）

一国を中心とした長期的な事件一ベトナム戦争を例に一

逆に，一国が中心となった腫期的イベントは親西側意識の変動に影聯を与え

ているだろうか。ベトナム戦争の親西側意識への影馨を単純な最小二染法によ

り検肘してみよう。北爆のＩＨＩ始から米11(の撤兵完了までの時期のように腿く期

間をとり，ダミー変数を川いて親西側意識への影響を測ると，表lＯのよう

に，親西側意識に対してベトナム戦争は有意な影稗を与えていないという結論

になる。

とはいえ，雁史的にこの時期に評価を下げているのは間述いないし，実際に

親１１Ⅷﾘ意識は低下しているのであるが，この期INlを通じて親西側意識に常にマ

イナスの下降圧力をかけるというよりは，断続的に影響を与えていると考えた

方が正しいであろう。また，われわれが作成した親西側意識指標は，多くの国

の評価を交えたものであるが，アメリカのみに絞れば，やはりベトナム戦争は

有意にマイナスの影響を与・えている:'思考のフレームワークを作る体ルリレベ

ルの西側意識ではなく，明確に責征のある凶に対しての評価は比較的催く期間

を取って説明妥凹としてもイ『意な影郷として兇てとれるようである。

表１０ベトナム戦争の親西側意賎への影響（最小二乗法）

従脳変数 従属変致

親西側意識(【） 親米意識(1)

111Ｗ:変数 推定仙 1仙 独立変数 ｲ岬 値 【仙

定数 0．０９ 1．１２ 定数項 ０ 4２ 1．４２

籾IFW側意識('－１） －０．．１１ －４．８８ 親米意識(１－１） －０ 1６ －１．６７

ベトナム戦争 －０．２５ －１．７４ ベトナム戦争 －１ 8０ －３．１４

Ｎ⑪１.ＯＢＳ 1１９ ＮｏｆＯＢＳ 119

と係数 0．１８ 決定係数 ０．０９
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４．まとめと展望

本稿では，日本人の対外国意識の指標を，状態空'111法を用いた勤学的因子分

析法により試諭的に作成した。

ここで冒頭の疑問に瀞えて，本稿を終わろう。日本人は総体としてどの国を

好み，どの凶を嫌ってきたのだろうか。この答えは図１，２および３から理解

できる。基本的には西洋諸国を好み，非民主的な西洋緒国を嫌っていたという

のが分かる。民主的でない非西洋紺国であるインドは，好きでも嫌いでもない

状態になる。これは民主化後のロシアが同じような傾向をたどる。

日本人は一般に欧米好きの非欧米嫌いといわれるが，欧米好きが減れば，非

欧米好きが堀えるような，意識間の勤学的な関連性があるのだろうか。この疑

問に対しては，動学的な関連性はあるが，欧米好きの非欧米嫌いで変動するの

ではなく，むしろこの時期に関して言えば，西側一非西側非民主主義諦凶の間

で評価が動いていると考えられる。

外IElに対する評価軸の次元は欧米一非欧米の一次元なのだろうか。この疑問

に対しては，鵬本的に大きな軸は，西側一非西側非民主主義紺国の一次元であ

ると考えることができる。ただし，月次データでさらに詳細に因子を検討する

ことにより，また別の軸を発見できる可能性はある。

妓後に，好き嫌いの評価を動かすものは何だろうか｡この疑問に対してはそ

れほど詳細な検討を行えなかったため，雌終的な結論を出すことができない。

しかし，変動の大きな時期を見れば，基本的には日本が巻き込まれるないしは

日本人が想像し易い非人道的イベントや非平和主義的行動がある場合に，評価

は動くようにみえる。また，ベトナム戦争のように比較的長く続く政治的事件

では，その期Ⅲ全体を通じてマイナスの影郷があるというよりは，影柳の強く

出る時期と弱く出る時期が存在するようである。もっとも従属変数の変動から

推論を行っているこのような方法は正しいiI1i価方法とは言えず，のちの体系的

な検討が必要である。縦者は，政治経済体制や平和主投的傾向が影響を与える

のではないかと予想したが，むしろそれらは思考のiliIの形成を形作っており，
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対外1厘l愈識指惚作成の試み（二）

変動を記述する要図はさらに検討を亜ねる必要がある。

本稿では，日本人の対外国迩識の蕪本的な変動スタイルを記述することを目

標とした。勤学的因子分析法をⅢいることにより，おおよそその目的にかなう

指標は作成できたと考える。

しかしながら，この研究はさらに拡張してゆく必要がある。１つには本稿で

は不十分であった，評価を動かす要因を探究する必要がある。これに関しては

次稿においてより沸細に検討される。もう１つには，時期を拡張し，1990年

代以降の囚際関係の変化がどのように対外国意撒に影靭を与えているのかを検

討する必要がある。1990年から2006年までを同惟な手法で韮者が検討したと

ころでは，蝶本的にはこのような対立軸は維持しているが，フランスのムルロ

ア環礁での核実験の影響をコントロールしてやれば，非西洋の軸からロシアが

抜けた形になっており，西洋と東アジアの間での対立変動になっている。これ

もまた楠を変えて論じる必要がある。
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注

l）Kim61I1dNcIsm（1999).Ｃｈ,3.を参照ｃ

２）推定にⅢいたデータは著作椛上のＩＭＩ週が存在するが．MATLAEプログラムは提供可能

である。

3）兼粁はＮｇのＭ剛I8Ibcodeをｲl川jきせていただいた。これはインターネットを通じて入手

可能であるｃ

‘1）もちろん韓国の民主化が行われた1987年以降のデータも期Ⅲ1としては無いが含まれる。

5）二次元モデルの推定結果は．バリマックス回転後の凹子である。

6）月次データを〃Iいた場合，１１MFの国別の併価変動に対するｌ凹子モデルおよび２１M丁･モ
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デルの脱明力は小さくなる。実際に閃子数を期やしてみないと容扮に結論できないが，や

はり短期的なサンプリングによる掘らぎが大きな影評を与・えていると考えられる。

7）たとえば，日本大使節や１１本企某の韓国支社への爆破予告の迩甜がたびたびかかり，９

月611には日本大使館に乱入したデモ隊により大使館一・階は完全に破壊きれたという。朝

日新ＩｌＨ９月711付棚刊２３而。

8）もっともこの中回に対する蝶い率は1967年９月の46.2発をピークに以降は減少トレン

ドに入り．1972年の１０月捌売（田中肪中後初閥従）には3.6％にまで低下する。

9）これはアメリカに対する好き半より蝦い率を引いたものである。
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